


 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

双対原理の２つの組織モードと個人情報の非対称性 
 

Two Modes of Economic Organization in the Duality Principle 
and Asymmetric Personal Information 

 
 
 
 
 

         神戸大学大学院経営学研究科 
         

平野光俊 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 1

１．問題の所在 
  
不完全情報下の「レモンの市場」（Akerlof,1970）における逆選択 adverse selectionは企

業の中の異動（人材取引）においても生じているのではないか。そこで筆者は別稿1におい

て、総合スーパーを主力業態とする大規模小売業２社（業績堅調のＡ社と財務リストラを

優先する B社）を比較分析し、企業内労働市場における「異動の力学」（八代,1999,2002）
を規定するパラメータに情報の非対称性を asymmetric informationを据えることの有効性
を示そうと試みた。 
ケース分析では異動を調整・決定する主体の間には情報の非対称性が存在することが確

認された。すなわち、個人情報は日常の仕事ぶりを直接観察する事業部門に、組織情報は

戦略策定に関与する本社人事部（以下、人事部）におのおの断片的に保有される。両者は

人材の将来の可能性において対称的無知 symmetric ignorance(Lazear,1998,p.75,邦訳 73
頁)の関係にある。事業部門による人材の抱え込みは、組織情報―例えば新たに人材を必要
とする新規事業の戦略的重要性―にたいする事業部門の理解不足と、個人情報―例えば人

事考課など標語でないキャリア志向など「粘着性の高い情報 sticky information」（von 
Hippel,1994、小川,1997）―にたいする人事部の収集不足という２つのタイプの情報の非
対称性にもとづいて発生する。 
この２つの情報の非対称性は互いに分かちがたく結びついているが、事業部門の人材の

抱え込みを直接的に排除しうるのは個人情報の非対称性の解消の方である。というのは、

人事権が公式的にも実質的にも人事部に保有されている場合、選抜における個人の特定を

事業部門の自主的な申請に任せるよりも、人事部による最適人材の探索と指名によって解

決できるからである2。そして、そこにまた最適人材とは「どのような要件を備えた人材で

あるか」という求人スペックの定義と、そのスペックに対応する粘着性の高い個人情報を

どのように人事部ですいあげるかという問題を生じせしめる。 
むろん、このような人事部と事業部門の間にある個人情報の非対称性にかかる人材の抱

え込や玉石混交人事の生成メカニズムは、頻繁な店舗間ローテーションを施し、かつ管理

                                                   
1 平野（2003）「人的資源管理における情報の非対称性の生成と克服―大手小売業２社の人事異動のケースを中心に」
神戸大学デイスカッションペーパー（2003.5） 
このケース分析で得た発見事実は以下の８点にまとめられる。１)異動に関わる主体は本社人事部、地域人事スタッフ、
店長の３者である。２）異動の実態は玉突き異動であり、「異動ライン」は本社人事部と事業部門の地域人事スタッフ
との協働によって組まれる。３）事業部門を超える異動の調整過程において本社人事部と地域人事スタッフの間に個
人情報の非対称性が生じる。４）ところが、店長は地域人事スタッフに対し部下の異動の留保ができるので両者（店
長―地域人事スタッフ）の間には個人情報の非対称性はない。５）地域人事スタッフが店長の留保を受容するのは、
a.地域人事スタッフの業績向上のインセンティブ、b.異動ラインを組む際の難度、に関わる。６）店長による留保は
人材の基本能力の新しい職務への結びつきを検討する機会を阻害する。また人材配置における事業部門のエゴイステ
ッィクな部分最適志向は組織全体の産出物を最大化しようとする全体最適とは必ずしも両立しない。７）したがって、
本社人事部は個人情報の非対称性を克服しようと、本社と地域人事スタッフの人材交流や社内公募制の整備などを行
なう。８）低業績企業より高業績企業の方が本社人事部による粘着性の高い個人情報の収集度が高い。 

 
2 ただし、最適人材とは必ずしもその職務とのマッチングにおいて最適な人材とは限らない。配属先によって人材の期
待収益が異なりかつ配置人員に制約があるとき、企業全体の収益から考えて、ときにはその個人にとって２番目に期
待収益をもたらす仕事に配属したほうがよい場合もある（樋口,2001,98-99頁、Lazear,1998,pp.81-85,邦訳 81-86頁）。
同様に、本稿でいう最適配置とは企業収益を最大化するような配置である。その意味で、必ずしも最も適性がある（期
待収益を最大化する）人材がその職務に配属されるとは限らないと知っている個人が、ある職務への配置転換を希望
するがゆえに、当該希望部門以外の職務で無能を装う可能性もある（太田,2001,140-141頁,太田,1999,213-215頁）。
すなわち個人情報の非対称性は個人（自分のことはよく知っている）と人事部の間にもある。 
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部門スタッフやマーチャンダイザー3への任用において店舗経験を基礎とするような「統合

型キャリア開発」（本田,2002）を施す4日本のチェーンストア固有の現象という批判がある

かもしれない。しかし、筆者が聞きとりを行なったエレクトロニクスメーカーにおいても5、

また筆者が所属する大学の様々な業界の社会人大学院生とのディスカッションにおいても

同様の現象は起こっていることが確認される。したがって、異動の力学を規定するパラメ

ータとしての個人情報の非対称性は、産業を限定せず、規模の大きい企業のホワイ力ラ―

の人的資源管理（以下、ＨＲＭ）において程度の差こそあれ存在しているといえよう。 
しかし、個人情報の非対称性がもたらす諸問題―例えば、個人の基本能力と新しい職務

の結びつきにかかる検討機会や人材配置の全体最適を阻害―は、アメリカ企業（以下、Ａ

企業）との比較制度分析で浮き彫りになる日本企業（以下、J企業）のＨＲＭ慣行において
深刻化すると予想される。というのは、個人情報の非対称性の生成メカニズムはＪ企業の

ＨＲＭの様式化された事実に対応すると思われるからである。すなわち、Ａ企業に比べて、

Ｊ企業は次のような傾向がある。長期雇用関係のもとに（Hashimoto&Raisia,1985）、中堅
管理職は外部採用でなく内部昇進によって充足される（佐藤,2002）6。第一次選抜は遅く、

キャリアのプラトー化の時期も遅い（日本労働研究機構,1998,53頁）7。作業組織において

は曖昧な職務区分のもとに（Lincoln, et al. 1986）、一連の職務に関して幅広い経験を積み

                                                   
3 渥美（1987）の定義に従えば、マーチャンダイザーは、あらかじめ決められた範囲の商品（カテゴリー）において、
次の２０の職務の計画と具体的実行とモニタリングを担う。①買い付け先と加工先、②品目の仕様、③買い付け値と
原価、④分類方法、⑤納品時期と量、⑥倉庫への（からの）運搬単位と方法、⑦店・売場への運搬単位と日時、⑧補
充発注単位とその手続き方法、⑨検品方法、⑩販売単位、⑪売価、⑫値付作業、⑬在庫量の地理的配分と保管形式、
⑭売場の適正規模、⑮陳列量とフェイシング、⑯陳列位置、⑰フェイスと陳列器具の設計または購入と陳列方法、⑱
事前包装と最終包装、⑲販売促進方法、⑳統計のとり方。むろんこれらの職務は複数の担当者による分業で行なわれ
る。本稿では上級マーチャンダイザーは計画をにない、マーチャンダイザーは具体的実行をになう者と定義しておく。 

 
4 本田（2002）は、日本、フランス、イギリス、アイルランドの４カ国のチェーンストアの組織の権限構造とバイヤー
のキャリア形成のパタンを、統合型キャリアと分離型キャリアに識別して比較した。前者は店舗経験を経てバイヤー
に異動したり、相互異動のあるケースである。後者は店舗経験を持たずにバイヤーの仕事をしているケースである。
日本とアイルランドは統合型キャリアであり、店舗の権限が強い。フランスは統合型キャリアと分離型キャリアが
半々で、本部集権的である。イギリスはもっとも本部集権的で、分離型キャリアである。 

 
5 あるエレクトロニクスメーカーでは次のような事態が起こっている。そのメーカーは主力であったＸ事業を縮小し,
成長分野のＹ事業に資源を傾斜配分することを戦略決定した。本社人事部はそのため１００人の技術者をＸ事業部か
らＹ事業部に異動をかけることとし、Ｘ事業部に人材転出の要請を行った。もちろん一定水準以上の人材をリクエス
トした。その際、人材の供給元であるＸ事業部人事部はそれまでの使用経験からその人材の品質をよく知っている。
しかし買手である本社人事部およびＹ事業部はそれを知らない。すなわち個人情報の非対称性がある。それゆえ、社
内の労働市場では品質の良い人材は抱え込まれ、そうでない人材がＹ事業部に異動するという事態が生じている。 

 
6 佐藤（2002）によれば、日本においては転社未経験で内部昇進した部課長は約 8割を占める。たいしてアメリカは約
２割である。ただし、このことはアメリカが内部昇進で部課長を養成していないということではない。当該役職に直
接外部から採用された者は約４分の 1と推計され多数派でない。 

 
7 日本労働研究機構の共同プロジェクト「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際比較」（主査：小池和男）によ
る大規模な国際比較調査によれば、「同一年次の社員の間で初めて昇進に差がでる時期」（第 1次選抜）はアメリカと
ドイツの４年弱たいして日本の 8～10年である。「同一年次の社員のなかでそれ以上昇進の見込みがなくなる人が５
割に達する時期」（横ばい群の出現時期）はアメリカが 8～10年、ドイツが 10～12年、たいして日本は実に 20年ほ
ど遅い。 
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ながら（Koike,1994）、次第に「文脈的技能と統合的技能」8を発達させる。そして、管理

職への昇進は当該職能だけでなく別の職能も経験することが望ましい9（日本労働研究機

構,1998,10頁）と考え10、異動の調整と決定に人事部の意向が尊重される11（同上書,64頁,120
頁）。したがってＪ企業は人事部の人事権が強い（Aoki,1988）。換言すれば、文脈的・統合
的技能の修得を重視し、配置転換しながら長期に内部育成し、人事権が人事部に集中され

                                                   
8 Aoki(1988 )によれば、文脈的技能 contextual skillとは、自分が受け持っている職能的割当てが１つの職場全体の中
で存在する諸業務の連関の中でどのような位置を占めるものであるかに関する認識に関わる技能であり、統合的技能
integrative skillとは、通常の職務を遂行する基本技能を超えて、変化や異常事態に敏感かつ的確に対処するための
部分的にせよ周辺業務の技能の発展に関わる。Koike（1994）は統合的技能と同じものを指して知的熟練 intellectual 
skillとよんでいる。 

 
9 日本労働研究機構の調査によれば、下表の通り、日本企業は幅広い職能経験を経て管理職に育成することが望ましい
と考えている。資料出所：日本労働研究機構（1998）,p10。 

当該職能当該職能当該職能当該職能でででで課長課長課長課長をををを育成育成育成育成するためにするためにするためにするために望望望望ましいましいましいましいキャリアキャリアキャリアキャリア        (単位：％) 

 日本 

(1,567人) 

アメリカ 

(752人) 

ドイツ 

(674人) 

うち規模 1,000

人以上(424人) 

1)当該職能の中で一つの仕事を長く経験する 0.6 1.0 3.6 2.4 

2)当該職能の中で２,３の仕事を長く経験する 9.0 23.8 5.8 5.2 

3)当該職能の中で数多くの仕事を経験する 16.1 57.0 36.2 37.0 

4)当該職能だけでなく、別の職能の仕事を経験する 56.9 13.5 30.7 30.4 

5)数多くの職能の仕事を経験する 16.1 3.6 15.4 16.3 

6)その他 0.6 0.5 5.0 5.7 

7)無回答 0.8 0.5 3.3 3.1 
(注)（１）調査対象は、日本、アメリカは従業員規模 1,000人以上の企業から抽出されたが、ドイツについては、

1,000未満の企業が含まれている。（２）回答者は、日本、アメリカは部長クラス、ドイツは課長クラスである。 
 
10 ただし、同調査によれば、「日本で常識のようにいわれる見解、日本はジェネラリストなのに欧米はスペシャリスト
だという見解はとうてい支持されない」（小池／猪木,2002,26頁）ことが明らかになった。しかし、その中にあって
も、国際比較の観点からは、日本はアメリカやドイツに比べて、企業内キャリアの幅は広い。調査によれば、最長職
能分野における経験年数の会社勤続に対する比率をみると、最長職能分野の経験年数が７６％以上の「単一職能型」、
５１－７５％の「準単一型」、５０％以下の「複数職能型」の割合は、日本でほぼ均等に分かれており、複数職能型
は約３０％、単一職能型は約４０％である。しかしアメリカは複数職能型が約１５％、単一職能型が約６５％である。 

 
11 同調査によれば異動への日本とアメリカのラインと人事部の影響力はつぎのようになっている。        

課長職課長職課長職課長職へのへのへのへの役職昇進役職昇進役職昇進役職昇進にににに際際際際してしてしてして意向意向意向意向がもっともがもっともがもっともがもっとも尊重尊重尊重尊重されるされるされるされるレベルレベルレベルレベル    
日 本     米 国  

全 体 従業員規模 
3000人未満 

従業員規模 
3000人以上 

従業員規模 
１万人未満 

従業員規模 
１万人以上 

役員会（社長）等 11.5 18.5 3.1 7.3 3.5 
人事・教育部門 29.7 37.0 21.5 4.9 5.3 
当該部門の長 44.6 33.3 56.9 46.3 31.6 
直属上司 12.8 8.6 18.5 39.0 52.6 
 その他   1.4 2.5 0.0 0.0 1.8 
有効回答数（Ｎ） （148） （81） （65） （41） （57） 

  出所：日本労働研究機構（1998）64頁と 120頁の表を合体させて筆者作成 
注（１）日本企業の従業員規模不明２社は表示省略。 

   （２）日本企業に対する質問は、役職昇進の決定に際して、「意向が最も尊重されるレベル」、アメリカ企業に対
するそれは「最も影響を与える者」となっている。 
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るＪ企業においてこそ情報の非対称性は問題を生じせしめる。 
むろん、Ａ企業においても人事部と事業部門の間の個人情報の非対称性は存在している

はずである。しかし、Ａ企業では、管理職への昇進決定にたいし当該部門の長や直属上司

が影響力を行使し、ラインへ人事権が分権化される（青木,1989）。Ａ企業では、そもそも
人事部が社員の異動の調整や決定に関わることはない（加藤,2002）。したがって人事部と
事業部門のパワーコンフリクトは発生せず、情報の非対称性にかかる問題は表面的には生

じないと予想される。つまり、個人情報の非対称性は異動に関わる人事部と事業部門の間

のパワーバランスを規定するパラメータであって、どちらか一方の当事者が異動の調整と

決定に関与しなければ、個人情報の非対称性に起因する問題は顕在化しない。しかし、こ

のような異なるＨＲＭ慣行は組織モードを識別するためのもう一方の軸、すなわち情報管

理・計画機能の集中化ないし分権化との適合的な組み合わせによって、はじめて有効に機

能する。青木（1988,1989）のいう「双対原理 duality principle」のそれである。 
 

双対原理 
青木は組織に関する認知的側面 cognitive と動機的側面 motive２つの側面に対応して大

規模組織の作業組織を比較する２つの基準―「情報的効率性 information efficiency」と「イ
ンセンティブ両立可能性 incentive compatibility」を提示する。前者に対応するのが情報管
理・計画機能（情報システム特性）の集中化（ＣＩ；centralization information structure）
／分権化（ＤＩ；decentralization information structure）であり、後者に対応するのが人
事管理特性の集中的・組織志向的な人事管理（ＣＰ；system of centralization personnel 
administration）／分権的・市場志向的な人事管理（ＤＰ；system of decentralization 
personnel administration）である。この両者の相互作用に注目して提示されるのが双対原
理であり、図１のようにＡ企業とＪ企業を識別する２つのモデルが様式化される。 
Ａ企業では情報管理と計画機能はセンターに集中化され、作業単位は集中的計画のヒエ

ラルキー分解によってえられる個別的指示の実行が要求される。このシステムが有効であ

るためには、従業員はそれぞれの職域のもとで、専門化された技能を発展させることが望

まれる。このヨリ専門化された技能に適合するのがＤＰである。というのはＣＩにおける

標準化された技能の発展は同様の仕事類を括りだし労働市場の発展を促すからである。ま

たそれゆえ専門化された技能の標準化された評価基準の発展を促すからである。さらに、

もし専門化された技能にたいする発展した労働市場が存在するならば、個人はよりよい機

会を見つけて転職することができ、組織の統合性と経営者の権威は脅威にさらされる。し

たがって組織内における権威構造は管理職への人事権（例えば、採用、配置転換、昇進、

解雇の決定）の付与によって確立される。 
一方、代替的なシステムであるＤＩにおいてはセンターによって作成される計画は事前

的計画であって、単に一定期間における作業活動のフレームワークを定めるに過ぎない。

作業単位には、事前的計画の履行に忠実であるというよりアドホックな対応が奨励され、

単位間の情報のシェアリングと水平的なコーディネーションが要請される。その際、生起

する事象にたいして各人が自立的に対処することが可能ならしめるような、機能的・専門

的能力とは異質のヨリ一般的で幅広い技能および他の作業単位とコミュニケーションする

文脈的技能の発展が求められるようになる。このＤＩに適合的な人事管理特性がＣＰであ
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る。というのは、１）インセンティブの設計は特定の仕事の範疇に強く関連づけられるの

ではなく、広範な仕事経験を動機づけるものが好ましいこと、２）企業の長期的目標に向

けてこうしたインセンティブを管理し、管轄をまたぐ異動を含む人事配置に責任を持つ人

事部を発展させるからである（青木,1993）。１）の要求に対してＪ企業はランクヒエラル
キー（職能資格制度）を発展させてきた。同時にランクヒエラルキーを運営するために人

事部を重要な機能部門として発展させきた。さらに自立性を委譲された作業単位のエゴイ

スティックな部分最適志向を抑制するために人事権を人事部に留保せしめた。 

 
まとめれば、２つの組織モードのおのおのは相応しい技能タイプが異なることに特徴づ

けられる。個別職能の中でキャリアを形成し機能的・専門的技能の発展を志向するＣＩ－

ＤＰモードにたいして、ＤＩ－ＣＰモードは企業の中の幅広い経験に根ざして組織内の文

脈を解読し、水平的なコーディネーションを自主的に行なう文脈的・統合的技能の発展が

志向される。それゆえ人事権の所在が異なる。 
このような組織モードは産業特性に応じてコンティンジェントに選択される場合もあり

えよう12。しかし企業のシステムは各国の歴史的経路や慣習や道徳的規範あるいは法律的規

制ないし金融制度や雇用制度にたいして制度的補完性 institutional complementarity13を

                                                   
12 ＣＩは組織環境が安定もしくはドラスチックな場合に適合し、ＤＩは連続的な環境変化に適合する。というのは、も
し環境が安定的であるなら事前的情報はかなり正確であり、事後情報のアドホックな修正は必要としない。また現場
情報の期中の応用はそれ自身時間がかかるから、非常に環境変化が早い状況においては生産効率性を犠牲にする必要
性は薄れる。他方、環境の変動性が中間領域であれば、作業単位における事前計画の分権的な微調整は結果を改良す
ることになる。この点に関するモデル分析は Aoki(1986)および青木（1989,4章）を参照のこと。 

 

P P 

Ｉ

Ｉ

分権化 

分

権
化

集中化 

集

中

化
Ｉ：情報システム特性 
Ｐ：人事管理特性 

J企業

A企業 

図１ 組織モードの２つのパターン 

出所：青木（1989）『日本企業の組織と情報』東洋経済新報社､118頁 
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具有するから、「まず各国経済内部では組織型の斉一化が現象し、組織の多様性は、各国の

違いとなって現れる」（青木,1995,30 頁）。それゆえＪ企業はＤＩ－ＣＰモードのスペクト
ラムに、Ａ企業はＣＩ－ＤＰモードのスペクトラムに群れている。 
一方、個人情報の非対称性は人事部と事業部門の異動の力学を規定するパラメータであ

るから人事部が異動のイニシアチブを発揮するＤＩ－ＣＰモードに根ざして生成する。た

いして人事部が異動に関与しないＣＩ－ＤＰモードでは発生しないと予想される。そうで

あれば新たな問題意識がわいてくる。つまり、Ｊ企業に観察される人事部と事業部門の間

にある個人情報の非対称性は、実は、ＤＩ－ＣＰモードの選択によってもたらされる必要

かつ十分条件ではないか。換言すれば、Ｊ企業にとって個人情報の非対称性が生成するこ

とは必然であり、育成の観点をも含めて最適人材を探索し、人材を管轄を超えて配置しよ

うとする人事部の行為の拡大に応じて問題化し、同時にそれを克服しようとする努力が要

請されることになる。 
しかし、今後２つの組織モードの相互学習が進み、両者が融合していく可能性もある（青

木,1989,137 頁）。アメリカの自動車産業に徹底的に学習されたカンバンシステム（ＤＩに
基づく水平的コーディネーション）は一つの具体例であるし、リエンジニアリングによる

分業に基づいた仕事のスタイルの見直しもその例である（Harmar&Champy,1993）。日本
企業も、近年、昇格者の決定を人事部で一元的に管理する職能資格制度を見直し、ライン

マネジャーにランクの決定権を委譲するアメリカ型の職務等級制度（ＤＰに基づくＨＲＭ

の分権化）を導入する企業も少なくない（平野,2002）。ある標準的な情報技術システムの
導入が、一つの普遍的な組織モードに収束させる（Bensant,1993）という収斂理論
convergence theoryの一類型としての技術決定論の流れをくむ論考もある。 
しかし、組織モードの融合が順調に進むかはにわかには定かでない。「各国において支配

的な経済戦略がさまざまな形で制度化されており、それは各個人の適者生存競争における

技能形成の選択の戦略に大きな圧力を加える」（青木,1995,30 頁）からである。すなわち、
一国の中で一定の技能タイプが人口の大部分を占めるような場合、たとえ技術的・環境的

予見によって他方の技能タイプが適合的であっても多数派の技能タイプを雇用するほうが、

期待利得が高まるからである14。換言すれば、他の多くの企業が文脈的・統合的技能を雇用

する戦略を採用するのであれば自社もそれを採用するほうが（たとえ他方の技能タイプが

事業特性上適合的であったとしても）、戦略的に補完的 strategic complementarityである15。 
しからば、ＣＩ－ＤＰおよびＤＩ－ＣＰの狭間にあってＪ企業独自の発展形態があるの

ではないか16。その際、２つの組織モードの融合においては、アングロ･アメリカン・シス

テムに対応する情報技術（ＩＴ）が技術決定論的に組織モードを収斂させる－つまりＡ企

                                                                                                                                                     
13 ある制度の働きは他の制度の存在によって強められる。制度的補完性が存在すると、ある制度要素を他の要素から独
立して変更しようとしてもその有効性は限られてくる。 

 
14 この点に関するゲーム理論からの論証は青木（1995）第 3章を参照こと。 
 
15 同様に、青木・奥野（1996）第 5章を参照のこと。 
 
16 たとえば、昭和２０年代、日本企業は、本家アメリカから導入した統計的品質管理を、ＴＱＣとして日本独自のより
よい活用方法に発展させた。 
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業の組織モードに移行する－とはいえず17、これまでのＪ企業の技能形成戦略が一定の頑健

性を保持しながら、独自の情報システム特性と人事管理特性を発展させるのではないか。

それはまた個人情報の非対称性の問題に結びついていくのではないか。そこで、本研究で

は双対原理に依拠しながら、５つのリサーチクエスチョン（ＲＱ）を、２つのケース分析

を通じて明らかにする。 
 
ＲＱ１）これまでの議論でほとんど明らかであるが、Ｊ企業に個人情報の非対称性が存在

し、Ａ企業に存在しない理由を、事例をもとに具体的に検証する。 
ＲＱ２）個人情報の非対称性によって生じる問題はＪ企業固有か。Ａ企業でも実は潜在的

な問題になっているのではないか。 
ＲＱ３）個人情報の非対称性が生成するメカニズムにＪ企業の強みが隠されているのでは

ないか。 
ＲＱ４）Ｊ企業がＡ企業に普及している基幹業務系のＩＴを導入したとき、組織モードは

どのように変化するか。 
ＲＱ５）以上のことから、個人情報の非対称性があることはどのように捉えなおされるか。 

 
２．研究の方法と目標 
 
 本研究では、Ａ企業に対応させる日米合弁会社のカテゴリーキラー18型チェーンストア

（Ａ社）と、Ｊ企業に対応させる総合スーパーを主力業態とする日本小売業（Ｊ社）の２

社のマーチャンダイジング merchandising（以下、ＭＤ）にたいする、聞き取りによる２
つのケース分析を行なう。ケース分析Ⅰでは「Ａ社」と「Ｊ社のＡ社の競合関係にある部

門」（商品特性を統制するため）の比較分析を行なう。その上で、２つの組織モードに求め

られる技能の違い、キャリア開発のあり方の違い、異動の調整と決定のメカニズムの違い、

インセンティブ制度としてのランクヒエラルキーの違いを明らかにする。その作業を通じ

てＡ社では表面的には情報の非対称性が問題化していないこと、しかし実はそのことが潜

在的な問題を内包することを明らかにする。ケース分析ⅠはＲＱ１）ＲＱ２）ＲＱ３）に

対応し、その回答を得ることを目標とする。  
ケース分析ⅡはＪ社のアパレル部門のＭＤシステムの変革事例をとりあげる。Ｊ企業と

Ａ企業が相互学習によって次第に１つの組織モードに融合していくのであれば、Ｊ企業で

あっても情報管理・計画機能の集中化（ＤＩからＣＩへ）と適合的にＨＲＭを変化させる

こと（ＣＰからＤＰへ）、同時にキャリア開発のあり方も変化させることを明らかにする。

しかし、その過程にあって、なおＨＲＭのあり方に変化を忌避する圧力が存在するのであ

                                                   
17 たとえば、上林（2001）は、日本とイギリスの大量サンプルの質問票調査にもとづく国際比較によって、国レベル
の文化の相違が、現実に情報技術システムの組織的利用に影響を及ぼすことを実証した。その相違は個々人や産業の
レベルでなく国レベルにおいて現れている。 

 
18 カテギリーキラーとは特定分野の商品群を、圧倒的な低価格と豊富な品揃えで大量販売する小売業のこと。米国で生 
まれ、１９８０年代から短期間で急成長した。チェーンのカテゴリー・キラーは、デパートやＧＭＳなど既存小売業
がもつ衣食住フルラインの商品展開の各分野を専門特化して品揃えし、ローコストオペレーション等によるコスト削
減を原資とした更なる価格競争力を強みとする。 
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れば、それがいかなる理由によるかを探索する。またＪ企業独自の発展形態のあり方を確

認する。その作業を通じて個人情報の非対称性の意義を再検討する。ケース分析ⅡはＲＱ

４）ＲＱ５）に対応し、その回答を得ることを目標とする。聞き取りは両社の本社人事部

マネジャーと商品部マネジャーにたいして行なった。（実施時期、2003 年 4 月）企業プロ
フィールは社名を匿名化するために詳述しないが次のデータを提示しておく。 

 
Ａ社；アメリカと日本資本の合弁により設立されたＸカテゴリーの商品群（18000ＳＫ

Ｕ19）を扱うチェーンストア。ＥＤＬＰ戦略（Every Day Low Price；低価格かつ
年間を通じて変動が少ない価格戦略）のアメリカ小売業の日本法人。アメリカ本

体と同じ高度に標準化されフォーマット20を全国展開。ＭＤシステムも本体と同様。 
 
Ｊ社；総合スーパーを主力とするチェーンストア。フォーマットの標準化はＡ社ほど進

んでいない。ＸカテゴリーのＳＫＵは 7000で、ＥＤＬＰ戦略。全国展開。 
 
 
３．事例の考察 
 
【ケース分析Ⅰ】 
（１） 組織 
両社の組織は大規模小売チェーンの典型的な組織のそれである。すなわち、組織構造は

経営の中枢である本部と地区および店舗の３つに切り分けられる。両社の違いは地区の機

能にある。Ａ社は東西２つの地区運営部制で、１０店程度を統括する地区長さらに１０人

程度の地区長を統括する地区運営部長が配置される。ただし地区にはスタッフはおらず、

商品部とともに全ての管理機能が本社の一つのオフイスに集約される。一方、Ｊ社は地域

事業部制で、そこに２０～３０店舗を統括する事業部長と人事やマーケティングなど事業

部スタッフが配置される。また地区商品部員が事業部スタッフと同じオフイスに駐在する。 
 
 
 

                                                   
19 SKU（stock keeping unit）は商品に関する最小単位で分類した単品。POSの管理単位。 
20 フォーマットは業態類型のこと。店舗の商品の品揃え、価格帯、レイアウト、提供方法の種類とその組み合わせのパ
タン。例えば、百貨店、ＧＭＳ（General Merchandise Store）,ＳＭ(Super Market), HC(Home Center), SS(Specialty 
Store), Super Center などがある。 
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図３ J社の組織

社長

管理部門
（本社人事部）

地域事業部長

店長 店長

事業部管理部門
（事業部人事部）

商品本部長

商品部長 商品部長

地区
商品部員

本社
商品部員

本社オフイス

地区オフイス

（２）ＣＩ（Ａ社）対ＤＩ（Ｊ社） 
 ＭＤとはある１つの意味ある属性で括りだしたカテゴリーを管理単位として、品揃えの

企画から調達、店舗への配分、顧客への販売、マーケティング、さらに在庫補充まで諸機

能が統合された一連のプロセスを意味する。両社にたいする聞き取りからＭＤプロセスは 
下図のようにフロー化できる。 

管理部門 
（人事部）

商品本部長 店舗運営本部長 

東日本
店舗運営部長

西日本 
店舗運営部長 

商品部長 商品部長

店長 店長

社長 

商品部員 商品部員 地区長 地区長

本社オフイス
図２ Ａ社の組織
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チェーンストアではこの一連のＭＤプロセスの分業を担う主体は商品本部（センター）

と店舗（ライン）で切り分けられる。その際、情報管理・計画機能のセンター集中化ない

しライン分権化は３つの側面から捉えることができよう。第１にＭＤ機能がどのように配

分されているかである。図４のＭＤプロセスの中の９つの機能のうち店舗の分担が少なけ

れば（多ければ）集中化（分権化）されている。第２に本部の指示を店舗がどの程度修正

できるかである。これは、⑧の商品補充と売価値下げがどちらの主体で行なわれているか

で測定できよう21。本部で実施されるなら集中化の程度は高いし、店舗で行なわれるなら分

                                                   
21 本田（2002）は組織の権限構造の集中化と分権化の相違を「棚割り」と「値下げ」の２つで観察している。すなわ
ち、本部によって指示される棚割り（棚段ごとの陳列計画）にたいする店舗の修正の裁量度と、本部によって指示さ
れる値下げ計画を店舗が変更する権限があるかどうか、である。 

①カテゴリー単位のＭＤ企画と数値計画 

⑨個店（現場）情報に基づく 
アドホックな計画の修正 

③スペース管理（売場展開計画） 

⑧在庫調整 
a. 補充発注 
b. 売価値下げ 

⑤店舗への商品配分計画 
 
a.店舗パタン別のアソート 
（個別商品の品揃え計画）決定 

 
ｂ.店舗パタン別の個別商品 
の最大陳列量決定 

⑦顧客への販売

②個別商品の品揃え計画 

④計画に即した調達・買い付け

図４ マーチャンダイジング・プロセスと機能 

 
計

画 
機

能 

オ 
ペ 
レ 
｜ 
シ 
ヨ 
ン 
機
能 

⑥初回投入 

両社共通

Ｊ社固有
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権化の程度は高い。第３に⑨の期中の現場情報22を起点としたアドホックな計画の修正がど

の程度行なわれているかである。例えば、客注や計画外の売れ筋商品の個店別の追加要望、

あるいは期首において予測していなかった個店環境の変化（例えば競合店の影響の増大・

減少）への期中の機動的な対応度に関わる。両社の異同は次のようにまとめられる。 
 
       図５ Ａ社とＪ社のマーチャンダイジングの機能別の異同 

       Ａ 社 Ｊ 社 
①ＭＤ企画と数値計画 本部が実施 本部が実施 
②個別商品の品揃え計画 本部が実施 本部が実施 
③スペース管理 
（売場展開計画） 

本部が実施 
但し、陳列指示書に基づき陳列商品

は指示される。但しスロット内の陳

列は店舗の裁量で実施。 

本部と店舗で分担 
本部から陳列指図書23と棚割り計画

書24に基づき指示される。但し店舗で

それを変更することができる。 
④調達・買い付け 本部が実施 本部と地区商品部が実施 
⑤店舗への商品配分計画 本部が実施 

統一フォーマットのもとに１つの

パタンで計画 

本部が実施 
４つないし５つに店舗をグルーピン

グしてパタン別に計画 
⑥店舗への初回投入 本部が実施 本部が実施 
⑦顧客への販売 店舗が実施 店舗が実施 
⑧-a  商品補充発注 本部が実施（プッシュ型）25 店舗が実施（プル型）26 
⑧-ｂ 売価値下げ管理 厳格な本部指示のもとに店舗が実

施 
本部（一部地区商品部）指示のもとに

店舗が実施 
但し、処分値下げや品揃カット対象商

品の値下げは店舗裁量で実施できる。

⑨期中の計画修正 
・個店要望商品の品揃え 
 
 
 
・⑤に関わる店舗パタンの

期中の修正 

少ない 
品揃えの事前計画にないものは受

け付けない。 
 
 
店舗パタン別の修正はない。 
 

多い 
週間単位で地区商品部が個店別に集

約の上、商品本部へ伝達し対応。一部

は地区商品部員が直接買い付ける。 
店舗パタン別のアソート修正と最大

陳列量の持ち方を店舗からの要望に

応じて機動的に修正する。 

 
                                                   
22 現場の人でなければわかりようがない具体的な個々の状況に関する情報の重要性および中央当局がそれを収集しき
れないことはハイエクの古典的な論考までさかのぼることができる。 

23 陳列指図書とは、売場担当者が入荷商品を品出しするにあたり決められた位置にルール通りに並べるための指示書。 
24 棚割り計画書とは、売場担当者が陳列棚に商品を陳列する際、決められた位置にルール通りに並べるための指示書。 
25 プッシュ型とは、商品の在庫管理の形式で、販売計画に基づき決定した数量を本部が発注し、各店舗へ一括投入す 
る配分供給型の商品投入のこと。 

26 プル型とは、商品の在庫管理の形式で、各店舗での商品の売れ具合に応じて店舗が発注・補充する、消費者の需要 
に対応した商品、数量を調達する補充発注型の商品投入のこと。なおＡ社も季節商品はプル型で行うこともある。 
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要するに、１）ＭＤ機能はＡ社よりもＪ社の方が店舗へヨリ多く配分されている。２）

本部の指示に対する店舗の修正は、Ａ社よりもＪ社の方が、はるかに裁量がありかつ実際

に行われている。例えば、本部によって示される最大陳列量の指示は、店舗にとっては一

つの目安でしかなく在庫の持ち方は店舗の裁量の範囲にある。そのことは店舗からのプル

型の発注システムによって担保されている。売価値下げも処分品や死筋商品の選定そのも

のは本部によって指定されるが、その商品の売価をどの程度引き下げるかは店舗の裁量に

よって決定される。３）Ｊ社では店舗要望や環境変化に基づく期中のアドホックな対応が

多く行われている。他方、Ａ社の計画は期首において固定化されており店舗が主導するア

ドホック対応は行われない。 
以上、Ａ社は青木のいうＣＩの集中的計画の特徴を含んでいる。すなわち期首の「集中

的計計画は、一定期間固定され、この期間に利用可能な情報、すなわち事後的な情報は、

ただ次の期の計画を編成するときにのみ用いられる」（青木,1989,110頁）。他方、Ｊ社はＤ
Ｉの事前的計画の特徴を含んでいる。すなわち「事前的な計画は単に一定期間における作

業活動のフレームワークを定めるに過ぎない。この期間、より関連のある情報、すなわち

事後的な情報が利用可能になるにしたがい、各作業単位はそのような情報に適応し、アド

ホックな基準で活動することが許されている」（同上書,111 頁）。以上のことから組織モー
ドを識別する一方の軸―情報管理・計画機能―は、Ａ社はＣＩでありＪ社はＤＩであると

いえる。 
 

（３）分離型キャリア（Ａ社）対 統合型キャリア（Ｊ社） 
両社の管理職へ昇進していく典型的なキャリア・パスは下図のような経路になっている。 

 
図６ Ａ社のキャリア・パスのパタン 
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分離型キャリア開発（明確に区切られた境界、人事交流はない） 
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図７Ｊ社のキャリア・パスのパタン 

 
Ａ社は分離型キャリア開発、Ｊ社は統合型キャリア開発として特徴付けられる。Ａ社に

おいては、店舗系統は内部育成重視の構築型ＨＲＭであり、ＭＤ系統は人材を外部から調

達する獲得型ＨＲＭである。すなわち、Miles&Snow（1984）が識別した異なるＨＲＭシ
ステム27が１つの会社に共存しているといえよう。店舗系統の人材需要は新卒（大卒）採用

を中心に賄われ、ＭＤ系統は欠員に応じて外部調達（中間採用）と内部昇進によって賄わ

れる。教育訓練は、店舗系統は企業特殊的な技能の習得が目指されるが、マーチャンダイ

ザーはヨリ一般的な技能を重視している。成果測定は、店舗系統では業績よりもあらかじ

め定められたメンテナンスとサービスの基準の徹底度が問われる。たいしてマーチャンダ

イザーは財務的数値によって評価される。両系統において異なるＨＲＭ慣行が施行される

こともあって人事交流は行なわれない。 
他方、J社は、職種別採用でなく、小売業特性に応じたパーソナリティ（他者への共感性

や協調性など）重視の採用を新卒（大学）中心に行い、全員が店舗経験を基礎とし、そこ

から適任者を選抜していく内部育成型の統合型キャリア開発を施している。本部のマーチ

ャンダイザーになるためには、地区商品部を経由しなければならない。いったんマーチャ

ンダイザーとなっても適性不足と見なされれば再び店舗系統に戻ることがある。管理的技

能の共通性を重視して店長と地区商品部マネジャー相互の人事交流も行なわれる。また、

稀でなく経営者への育成を企図して商品部長から事業部長への異動もある。 
 両社のキャリア・パスの違いは情報管理・計画機能の設計の違いから次のように説明で

きよう。すなわち、Ａ社のキャリア・パスはＣＩに対応している。店舗は本部が作成した

ＭＤ計画の忠実な実行が求められ、アドホックな期中の修正作業は行われない。店舗と本

部の水平的なコーディネーションは必要なく、本部―店舗間のヒエラルキー的な集中的コ

                                                   
27 Miles&Snowは、企業戦略との外的一貫性を具有するＨＲＭとして３つの類型を想定している。１）防衛者戦略に
適合する構築型ＨＲＭ、２）プロスペクター戦略に対応する獲得型ＨＲＭ、３）分析型戦略に対応する割り当て型Ｈ
ＲＭである。３者の特徴は末尾の付表のようにまとめられる。 
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ーディネーションによって効率化が追求される。そこで本部は情報処理および計画を改良

するための決定の能力を増大させなければならない。それゆえ機能的・専門的技能の発展

を重視したキャリア開発が行なわれる。 
他方、J 社のキャリア･パスはＤＩに対応している。店舗で発生する事後的情報の利用と

それにたいする適応を実現するためにアドホックに事前計画の修正が行われる。したがっ

て、店舗と本部との水平的コーディネーションを実現しうる情報のシェアリングが必要と

なる。その橋渡しをするのが地区商品部であり、情報のシェアリングに有利なように事業

部門と同一のオフイスに配置される。つまり、Ｊ社が本部マーチャンダイザーの任用にあ

たって、店舗経験を基礎とし地区商品部の経験を挟むのは、現場情報のシェアリングとコ

ーディネーションにまつわる技能の修得が不可欠であるからといえる28。このＤＩのもとに

必要とされる技能は、「前もって定められた仕事を効率的に達成するのに適した専門化され

た技能とは若干異なり、生起する事象にたいし、各人が自立的に対処することを可能なら

しめるような、より一般的で、かつ幅広い類のもの」（青木,1989,111 頁）である。それゆ
え、J社ではＤＩのもとに特徴づけられる文脈的・統合的技能の発展を重視したキャリア開
発が行なわれる。 
 
（４）ＤＰ（Ａ社）対 ＣＰ（Ｊ社） 
 かくして、双対原理にのっとってＡ社のＨＲＭはＤＰが、J社のそれはＣＰの特徴が色濃
くなる。Ａ社の人事権の所在は公式には本社人事部長に留保されている。しかし、実際の

配転計画ないし昇級を伴う異動者リストの起案は地区運営部長によって行われる。人事部

長は、社内の基準にのっとってそのリストを校閲するものの多くの場合追認される。他方、

J 社において店舗から商品部へ異動する者のリストアップや昇格者の決定は人事部によっ
て集中的に行われる。異動の起案・決定とも人事部の専任事項である。 
インセンティブ制度は、Ａ社は職務等級制度（図８）によって、J社は職能資格制度（非

管理職層）と職務等級制度（管理職層）の組み合わせ（図９）によって構造化される。 

                                                   
28 情報のシェアリングは緊密な人的ネットワークに依存する。したがって、店舗から地区商品部への異動は同一地域で
行われ、他の地区に異動することは稀である。なぜなら、他の地区商品部に異動すると期待するようなパフォーマン
スが得られないことを人事部が経験的に知っているからである。 
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図８ A社のインセンティブ制度
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ＣＩに適合的なインセンティブ制度は職務等級制度である。なぜなら、機能的ヒエラル

キーによって各レベルに序列づけられた管理者は、標準化された仕事の定義に従って内部

任用のみならず労働市場から補充される。その際、賃金の水準は市場の相場が意識される

が、それは職等級制度のほうがやりやすい。それゆえ、Ａ社では明確な職務境界と職務記

述にのっとって９ランクの職務等級制度が採用されている。その際、賃金は市場水準と社

内公平性と社外的競争力を考慮してポリシーラインを設定し、等級となる標準レンジが設
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定される。ポリシーラインは毎年の市場相場の調査によって見直しがかけられる。 
 他方、J社は構築型のＨＲＭ慣行を考慮して内的ランクヒエラルキーにもとづく職能資格
制度が採用される（ただし管理職層は職務等級制度が採用されている）。この仕組みのもと

ではそれぞれのランクは必ずしも特別な仕事に結びついていない。すなわち職務とランク

は大まかな対応関係を示すに過ぎない。社内の序列は今その人が担っている職務の価値（ジ

ョブ･サイズ）ではなく、人・能力基準で決定される。その際、能力は一定の職務に特有な

技能というよりもはるかに一般的なしかたで定式化される。それゆえ、入社以来店舗系統

一筋のキャリアを積んできた社員がＭＤ系統へ異動するような―それゆえ生産性の一時低

下が起こるような―ジョブローテーションもランクの変動をともなわない。すなわち、J社
では職能資格制度のもとに管轄を超える柔軟な異動をやりやすいようにしている。それゆ

え人事権は公式にも実質的にも人事部に留保されている。 
 
（５）ＣＩ－ＤＰモード（Ａ社）の潜在的な問題 
 以上、明らかなように、Ａ社のＨＲＭはＤＰ、J社のそれはＣＰであり、互いにＣＩとＤ
Ｉに適合的に結びついている。その際、個人情報の非対称性はＡ社では問題とならない。

なぜなら、従業員のキャリア形成はおのおのの系統の中で閉ざされており、日常の仕事ぶ

りを観察する地区運営部長ないし商品部長によって異動が実質的に決定されるからである。

他方、J社においては本社人事部と事業部ないし商品部との間にある個人情報の非対称性が
問題を生じせしめる。しかも、それは管轄を超える異動すなわち統合型キャリア開発を積

極化するに応じて拡張する性質を持っている。 
 しかし、双対原理において競争力がありうるはずの２つの組織モードは、日本の雇用慣

行ないし労働市場の特質に制度的補完性のもとに結びついている。それゆえ、Ａ社におい

ていくらか問題を生じせしめている。第１に商品部員の配置と顔ぶれの固定化に伴うモチ

ベーションの減退である29。なぜなら職務には寿命がある（Katz,1978,1980）。すなわち、
同一職務での長期滞留や上司―部下関係の固定化がマンネリの弊害として現れてきている
30。その際、アメリカであれば低生産性社員の解雇によって組織の活性化が図られる。しか

し、日本は厳しい解雇法制によってその手段が制限されている31。また、よく発達した労働

市場が存在すれば、解雇によって生じた欠員の補充は容易であろう。しかし、おそらくア

メリカに比べて日本の労働市場にはＡ社が希求する機能的・専門的技能を保有する人材は

少ない。労働市場にいる多数派の技能タイプが文脈的･統合的技能の保有者であるのであれ

ば、たとえその企業にふさわしい技能タイプが機能的・専門的技能であっても日本におい

て支配的な技能タイプを雇用する戦略を採択するほうが、期待利得が高くなるのである。

                                                   
29ふつうは選抜されたエリートである商品部員のほうが店舗の社員よりもモチベーションが高いと考えられるが、組織
診断の結果、Ａ社では逆に商品部員のほうが低いという結果であった。 

 
30 Kats(1978,1980)は、１つの職歴の経過年数を職務寿命 job longevityと呼び、職務寿命が職務特性と職務満足ないし
業績を結びつけるモデレータであることを公的機関に勤務する従業員に対する質問票調査から実証した。職務は３つ
の段階（学習の段階、刷新の段階、順応の段階）を経てマンネリ化する。 

 
31 日米欧豪の２７か国を対象にした OECDの 1999年の報告は、解雇法制の厳しさとして、解雇手続きの不便さ／解 
雇予告期間・手当て／解雇の困難性の３つの項目で順位付け、それらをあわせて総合順位を出している。結果、日本 
は総合で２０位（８番目に厳しい）、アメリカは総合で１位（１番緩い）。 
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第２に、Ａ社においても新規事業等へのスタッフィングなど管轄を超える異動において、

情報の非対称性に基づく運営部の人材の出し渋りが生じている。Ｊ企業であれば、新規事

業に必要な人材は労働市場から調達するのではなく内部から配置転換によって充足するの

が普通の姿である。すなわち、日本におけるＡ社も新規事業要員のすべてを労働市場から

調達することは現実的でない。 
 それゆえ、Ａ社ではアメリカ本体と若干異なるＨＲＭが人事部長のイニシアチブによっ

て行われている。第１に、クロス・ファンクショナル・トランスファー（店舗から商品部

への異動およびその逆）と呼ばれる管轄を超える異動を一部試行し始めている。すなわち、

マーチャンダイザーにたいする外部優先型採用活動を修正し内部任用を組み合わせようと

している。そのために、人事部長は、地区長以上の人材の人事考課など標語のみならず粘

着性の高い個人情報をつかもうとしている。その手段は「アセスメントセンター方式」32で

ある。実務能力の収集はラインマネジャーにゆだねるにしても人材の基本能力は人事部で

把握しておきたいという。また、この方式で徐々に下位の階層の個人情報も捕捉していき

たいと考えている。第２に、人事部長は、組織情報の非対称性にまつわる人材の出し渋り

を解消するために、運営部長にたいし、新規事業に対するトップのコミットメントの強さ

を伝達することに腐心している。第３に、労働市場にたいする求人情報と社内公募制のリ

ンク、つまり、商品部や新規事業の人材募集にかかる求人情報は、社内のイントラネット

でも公開し、店舗系統の社員が外部と同じ条件で応募できるようにすることを検討してい

る。  
 
【ケース分析Ⅱ】 
（１）ＤＩからＣＩへの変化 
 一方、ＤＩにおける事後情報の収集とその利用によって生み出される価値は費用なしに

はできない。情報の収集とシェアリングの活動は、「彼らの注意を本来の作業任務からそら

し、生産性効率とエキスパート的技能の発展とを幾分犠牲にする」（青木,1989,112 頁）か
らである。J社では生産性効率は在庫効率の低さとして問題視される。すなわち、店舗主導
のプル型発注と在庫調整活動ないし個店要望に基づく計画外商品の機動的な差し込みが在

庫コントロールを弱めている。一方、後者はマーチャンダイザーの専門的技能の習熟度の

低さという問題意識でとらえられている。すなわち、曖昧な職務境界のもとで目先の業務

に追われるマーチャンダイザーは専門的技能を強化する時間は与えられておらず、広く浅

い平均的な能力を身につけるのがせいぜいである。 
そこで、Ｊ社では、アメリカで浸透しているＭＤソフト―機能別にモジュール分割され、

それぞれが統合されたパッケージシステム－を採用し、アパレル部門からＭＤシステムを

再構築しつつある。新ＭＤシステムでは発注責任は本部が負う。具体的には、本部の商品

発注担当チームが、店舗ごとの販売データを過去の販売実績や地域特性などさまざまなパ

                                                   
32 アセスメントセンター方式は、個人作業とグループワーク、全体セッションから構成され、アセッサーが、インバス
ケットゲーム（管理者の未決箱の案件を一定時間内に処理する課題）、リーダレスディスカッション、プレゼンテー
ションなどの演習を通して、個人の情報収集力、分析力、構想力、意思決定力、統率力、説得力、他者理解力、積極
性、強靭性などのディメンションに応じた能力を評定する。人材アセスメントのツールと理論は二村（1998）に詳し
い。 



 18

ラメータを設定し、適正在庫を自動算出し取引先に自動発注をかける。店舗は異常な数値

があるかをチェックするのみである。売価値下げも本部によって厳格に指示されかつモニ

タリングされる。したがって、店舗におけるアドホックな修正は不要となり事前計画はヨ

リ固定化される。同時に、細分されたＭＤプロセスに応じてマーチャンダイザーの仕事の

境界は明確になり機能的・専門的技能の発展が促進される。すなわち、新技術の導入によ

ってＭＤの情報管理・計画機能を本部に集中化（ＣＩ）する。しかし、Ｊ社においてはＣ

Ｉとは異なる方向性が志向されているようすである。もとより、これまでのＭＤシステム

（ＤＩ）は店舗の担当者の「考える発注」をベースに補充発注を通じて担当者の「腕前を

上げていく」ことが奨励されていた。しかも、そのことがまた店舗担当者の職務に自律性

と技能多様性を付加しモチベーションを高めていた（Hackman&Oldham,1975,1976）。同
時に、販売計画やその変更へのフレキシブルな対応による価値創出という長所を有してい

たはずである。それゆえ、効率性と機動性を両立しうるようＭＤシステムのモディファイ

が行なわれている。たとえば、計画起点33に前のシーズン情報を取り込むことはもとより、

事前計画で固定化された品揃えや在庫基準の店舗パタンの期中の変更にかかるリクエスト

を積極的に受け付けようとしている。 
 
（２）キャリア・パスの変化 
新ＭＤシステムは、マーチャンダザーへのキャリア・パスのパタンを変化させつつある。

というのは、旧のＭＤシステム（ＤＩ）のもとではアドホックな対応が奨励されていたか

ら、文脈的･統合的技能の発展を重視するキャリア・パス、すなわち、少なくとも５年間の

店舗経験（大型店や新店の主任）と地区商品部の３～４年間の経験を経て任用された。し

かし、現在は２つのキャリア・パスが人事部において想定されている。１）店舗経験（１

～２年）⇒本部商品部の補充担当（２～３年）⇒マーチャンダイザー⇒上級マーチャンダ

イザー。２）店舗経験（５年程度）⇒マーチャンダイザー⇒上級マーチャンダイザーであ

る。いずれも店舗経験はヨリ短くなり、かつ地区商品部の経験は必ずしも必要としない。

すでにこのキャリア･パスによって若手数人がマーチャンダイザーに任用されている。 
しかし、Ｊ社においては、Ａ社にみられた分離型キャリア開発は採用されない。という

のは、Ｊ社人事部マネジャーは、現場（店舗）を尊重する精神性の堅持および適性のある

人材のスクリーニング（見極め）ないし本人のキャリア目標の明確化の期間として店舗経

験は必要であると考えているからである。加えて、双対原理からは次のように説明づける

ことも可能であろう。すなわち、ＭＤシステムにおいて店舗情報に基づくアドホックな対

応を残そうとしている限り、―それはＣＩとＤＩの新しいバランスの試行であるが－文脈

的･統合的技能の重要性は以前より薄れつつあるとはいえ失われることはない。 
 
（３）ＣＰからＤＰへの変化 
Ｊ社でも、いったん本部商品部に異動された社員の人事権は商品部長に実質的に委譲さ

れるようになる。しかも、今後は、これまでのような活発な人事交流よりも店舗系統ない

                                                   
33 計画の期間は季節特性に応じて年間８つに分けられる。ＭＤプロセスの起点である品揃え計画はおよそ７ヶ月前に着
手される。 
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しＭＤ系統おのおのの機能的･専門的技能の発展がより重視されることになるという。しか

し、いったん商品部に配属されても、生産性いかんで店舗系統へまた戻すようなキャリア・

パスは変えないという。その際、商品部長から人事部へ転出要請がかけられる。また、店

舗からＭＤ系統のキャリア・パスに移行する人材を選抜するのは相変わらず人事部である。

それゆえ、インセンティブ制度は、管轄を超える異動をやりやすい職能資格制度が残され

ることになる34。確かに、Ｊ社のアパレル部門はＤＩからＣＩへの移行に伴い、ＣＰからＤ

Ｐへ変化しつつある。しかし、それは必ずしも完全な移行ではない。 
 
４．むすび 
 最後に、２つのケース分析か得られる５つのＲＱにたいする回答をまとめておきたい。

第 1 に、ケース分析Ⅰから、Ａ社はＣＩ―ＤＰモードでありＪ社はＤＩ－ＣＰモードであ
ることが了解される。Ａ社では、異動の企画・調整は運営部長にゆだねられ、かつキャリ

ア・パスは分離型で個別系統に閉ざされているから人事部長の異動への関与は限定的なも

のなる。したがって、異動に関わる主体は運営部ないし商品部のみであり（もちろん本社

管理スタッフの管轄は人事部である）個人情報の非対称性は存在しない。しかし、Ｊ社に

おいては人事部が異動の一方の主体となるから個人情報の非対称性が問題を生じせしめる

（ＲＱ１）。 
しかし、第２に、Ａ社にあっても個人情報の非対称性にかかる問題は少なからず顕在化

しつつある。たとえば商品部員のモチベーション減退や組織活性化の阻害がそうである。

それゆえＣＰ的な施策（例えば、人事部長のイニシアチブによるクロス・ファンクショナ

ル・トランスファーや個人情報の人事部への集約）が一部試行されている。というのは、

日本の労働市場の特質（文脈的･統合的技能の人材が多数派である）ないし厳しい解雇法制

（解雇も外部人材の採用も難しい）にたいし制度的補完性をもたせようとするからである

（ＲＱ２）。 
第３に、そうであれば、文脈的・統合的技能への投資が支配的な状況において、Ｊ社の

ＨＲＭ戦略（内部育成する統合型キャリア開発や人事部への集権化）は「戦略的に補完的」

になっている。だからこそ人事部に人事権を留保することが堅持される。しかし、それは

また個人情報の非対称性は生じせしめる。すなわち、個人情報の非対称性の生成メカニズ

ムはＪ企業の戦略的補完性に根ざしているのであり、個人情報の非対称性が生成すること

がＪ企業の強みにもなっているといえる。（ＲＱ３） 
第４に、ケースⅡから、アングロ･アメリカンの技術システム体系が導入されれば、Ｊ企

業であってもＣＩ－ＤＰモードに少なからず移行するといえよう。しかし、それを抑止し

ようとする慣性力も相当あることが観察される。Ｊ社におけるＭＤシステムの設計は、Ｄ

Ｉによってもたらされる情報効率（事後的な現場情報によってもたらされる付加価値）を、

在庫効率性とエキスパート技能の発展の犠牲という費用を控除することによって得られる

「ネットワークレント」（青木,1989）に関わっている。このネットワークレントは、ＤＩ
のＣＩに対する相対的な情報効率性ないしは非効率性にしたがい、正または不になる。そ

                                                   
34 Ｊ社の社員の格付け制度は 2002年に修正された。以前は 11ランクの職能資格制度であったが、店長や本社課長以
上の役職者には職務等級制度を導入した。ただし非管理職層は職能資格制度を残した。その理由はジョブローテーシ
ョンのやりやすさを確保するためである。 
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れゆえ、Ｊ社はそのバランスを試行中である。そして、それはＪ社の社内労働市場の特質

に関わっている。パートタイマーを含めて労働意欲の高い従業員が創出する情報価値を確

保するために自律性の高い職務設計を行なう必要があること、また多くの社員が文脈的・

統合的技能の発展に動機づけられていることにたいする対応が要請される。しかも、労働

市場においても専門的技術職従事者でさえ流動化しているとはいえない35（樋口,2001）か
ら、制度的補完性の観点からも（Ｊ社に限らずとも）Ｊ企業のＣＰは今後も一定の頑健性

を保持するものと思われる。（ＲＱ４） 
したがって、第５に、人事部と事業部門の間にある情報の非対称性はなくならない。し

かし、一定のバランスをとるとはいえ、J 社においてはアングロ･アメリカンの技術システ
ム体系の導入にしたがいＣＩ－ＤＰモ－ドへ移行しつつあることもまた事実である。そう

であれば、個人情報の非対称性はＨＲＭのライン分権化によってますます拡大する。それ

ゆえ、一層、人事部による個人情報の非対称性の克服が求められる。Ｊ社で行なわれてい

るその方策は、人事情報システムやコンピテンシーなど新しい指標を用いた個人情報の詳

細化など仕組みの整備、加えて、本社と地域の人事スタッフの人事交流、人事部による個

人面談など粘着性の高い個人情報の直接収集である。しかしこれらは費用がかかる。その

節約のために、人事部は、人事部が直接管理するコア人材36と事業部門に管理をゆだねるノ

ンコア人材に峻別しようとしている。そこで隠されたノンコア人材を発掘するためにキャ

リアの自己開発を奨励する社内公募制度が要請されることになる37。Ｊ社もここまでは実施

済みである。しかし、それはまた個人の側の自主自律のキャリア意識と行動なしには効果

が上がらないはずである。人事部と事業部門の間にある個人情報の非対称性の拡大に応じ

て、個人の側からの非対称性を解消する行動、すなわち、キャリアの自己開発にかかる意

識の醸成と自己選択が構造的に要請されるようになる。事業部門にキャリア形成をゆだね

る多くの社員の「競争による配属」（太田,1999,213頁）を実現する仕組みと意識の醸成が、
Ｊ企業のＨＲＭの新たな課題と思われる。（ＲＱ５） 
 

[2003.[2003.[2003.[2003.5555....13131313 6 6 6 644449]9]9]9] 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
35 総務省の『労働力調査年報』では転職希望率は右肩上がりを示すなど、流動化の圧力は高まりつつあるかもしれない。 
 
36 ファスト･トラック・プログラムやサクセッション・プランの選抜された対象者ないし次世代の経営者の候補者。 
 
37 社内公募制度は社会経済生産性本部の調査（2002）によれば、社内公募制の導入率は 34.5％（N＝339社）で、97
年調査結果の 26.6％に比べて 8ポイント増加。また企業規模で比べると 2000-4999人規模での導入率は 51.7％、5000
人以上規模で 74.3％と高まる。 
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付表 Miles&Snow(1984)の戦略的ＨＲＭシステムの設計パタン 
  企業戦略  

HRM ｼｽﾃﾑ 
 

防衛者型 
 

プロスペクター型 
 

分析者型 
基本戦略 構築戦略 

（Building ＨＲＭ） 
獲得戦略 
（Acquiring ＨＲＭ）

割り当て戦略 
（Allocating ＨＲＭ） 

採用･選抜･配

置 
育成型（make） 
下位レベルに限られた採用。

望ましくない従業員の排除に

よる選抜 

購買型(buy) 
全レベルで洗練された採用。

仮雇用と心理ﾃｽﾄによる選抜 

育成・購買型(make&buy) 
採用と選抜の混合 

配置計画 公式的、広範囲 非公式、限定的 公式的、広範囲 

教育訓練 企業特殊的技能育成 
広範な訓練プログラム 

一般的・限定的な技能形成

限られた訓練プログラム 
技能育成と外部から獲得 
広範な訓練プログラム 

成果測定 プロセス志向 
訓練ニーズ重視 
個人・グループの実績評価

 
前年実績比など一定期間

での比較 

結果志向 
配置ニーズ重視 
部署・会社業績重視の評価

 
部署横断的な比較（同一期

の他企業比較など） 

概ねプロセス志向 
訓練と配置のニーズ重視 
個人・グループ・部署の実績

重視の評価 
概ね一定期間での比較、一部

部署横断的な比較 

待遇 昇進志向 
 
内的一貫性重視 
 
上司や部下との賃金格差

重視の報酬 

業績志向 
 
労働市場での競争重視 
 
インセンティブや要員ニ

ーズ重視の報酬 

概ね昇進志向、一部業績考慮

 
内的一貫性と労働市場での

競争重視 
賃金とインセンティブ重視

の報酬 
出所）Miles&Snow(1984),p49に基づき作成 
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